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免許返納に係る制度は，自動車がもたらすトリップの価値（便益）と事故リスク（費用）の両者を評価

し，社会厚生が最大となるように設計することが望ましいと考えられる．本研究では，便益の側面に着目

し，Unmet needs 概念に基づくトリップの価値推計手法の提案を試みる．具体的には，移動制約の無い仮

想的な状況において発生する潜在的な外出活動ニーズを Unmet needs と定義し，Unmet needs を目的変数，

所得と実際の外出頻度を説明変数とする順序付けプロビットモデルを推定することでトリップの価値を推

計する．  
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1. はじめに 

 

(1) 研究背景 

核家族化や自動車依存型社会化という生活様式の変化

に伴い高齢者の運転免許保有率は増加し，加えて少子高

齢化による人口構造の高齢化により，自動車ドライバー

の高齢化が急速に進展している．自動車ドライバーの高

齢化は，加齢に伴う心身機能の低下による交通事故の危

険性を高めることが知られている．交通安全対策の一つ

として運転免許の返納が検討されているものの，運転の

停止はモビリティを著しく低下させ，結果的に社会厚生

を低下させる恐れがあるため，慎重な実施が求められる． 

免許返納に係る制度は，理論的には，自動車がもたら

すトリップの価値（便益）と事故リスク（費用）の両者

を評価し，社会厚生が最大となるように設計することが

望ましいと考えられる．一方，実用に耐えうる制度を構

築するためには，①費用や便益を広く受け入れられる形

で定義すること，②定義した費用・便益を正確に測定す

ることが必要になる． 

本研究では便益の側面に着目する．従来の移動に関す

る便益の評価は，交通時間の短縮に対する支払意思額に

基づく時間価値の理論に基づいている．従来の手法は，

移動に制約の無い就業者や旅行者の移動価値の評価には

有効であった．しかし，移動制約が緩和され，新たな移

動が発生することに伴い生じる便益については十分に考

慮されていない．特に，自動車運転ができない高齢者な

どの交通困難者が移動できることから得られる便益は，

制約が強ければ強いほど大きいものと想定されるため，

従来の手法では過小に評価される恐れがある．  

そこで本研究では，活動参加のための移動の価値を推

計する手法を提案する．具体的には，活動参加に係る制

約程度を表現する Unmet needs の観点から移動の価値推

計を試みる． 

 

  

2. 既往研究 

 

 欧米諸国においては，交通は活動の派生需要であると

いう考えに基づく Activity-based アプローチの考えが普及

し，実務においても需要予測に利用されることが一般的
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となりつつある．一方，Jones(2009) 1)は，需要予測の視点

からは Activity-based アプローチの普及が進んだものの，

活動遂行の結果得られる便益については依然として移動

時間短縮を利用しており，活動参加の価値評価にまで議

論を展開できていない点を指摘している． 

 高齢者の活動参加の価値評価に関して， Nordbakke and 

Schwanen (2014) 2)は，福祉政策の観点から，満たされない

外出活動を意味する Unmet Needs 概念を導入した．Nord-

bakke and Schwanenらは，モビリティの低下に伴う満たさ

れない外出活動ニーズ（すなわち，行いたいがモビリテ

ィを確保できないために行うことができていない外出活

動）を Unmet Needs と定義し，外出活動における Unmet 

Needs のレベルを目的変数として順序回帰分析を行い，

モビリティと well-being 間のリンクを分析している．分

析の結果，Unmet Needs の発生要因として，運転免許の

保有，公共交通機関へのアクセス性などを指摘している． 

同様に，福祉的観点から移動の価値計測を試みた研究

として Stanley et al. (2011) 3)の研究がある．具体的には，モ

ビリティの低下に伴う社会的排除の危険度の大きさを目

的変数としたOrdered Logit Modelを用いてトリップ数と世

帯収入の限界代替率を導出した結果より，1 トリップ移

動できることの価値を$A19.30 （約 1500 円）と推計して

いる．しかしながら，Stanley et al.の方法は，インタビュ

ーによる詳細な調査を通じた社会的排除の危険度の測定

が必要であり，大規模なモビリティ価値推計が難しいこ

とが実装上の問題となる．また，世帯収入に関する情報

が目的変数である社会的排除指数と説明変数の両方に含

まれており，推計結果の妥当性についてもさらに検証を

加える必要がある． 

以上を踏まえ本研究では， Stanley et al.の課題であった

測定の簡略化（調査手法の工夫），及び Nordbakke and 

Schwanenの課題であったモビリティの価値計測への展開

を試みる． 

 

 

3. 調査概要及び集計分析 

 

(1) 調査概要 

本研究では，中国地方に居住する 65 歳以上の高齢者

を対象としてアンケート調査を実施した．調査内容と結

果の概要を表 1,2 に示す.調査では，モデル分析におけ

る説明変数となる世帯属性，個人属性といった設問に加

えて，12 項目の外出目的ごとの現状の外出行動，モビ

リティが向上した場合を想定した外出行動の意向を質問

した．本調査では，モビリティが向上した状況を「いつ

でも無料送迎を行う交通サービス（バスやタクシー）が

利用できるようになり，自由に移動できる場合」とし，

外出のニーズの把握を試みた．外出目的の選定は，高齢

者の外出に関する猪井ら(2004) 4)や水野(2004) 5)を踏まえて，

目的の重複や漏れが少なくなるよう設定した． 

 
表-1 調査の内容 

世帯属性（世帯収入，住所，世帯構成員の個人属

性） 

個人属性（年齢，性別，免許証，免許返納意向 

等） 

現状の外出行動（外出目的，頻度，主観距離 等） 

モビリティが向上した場合を想定した外出行動の意

向（外出目的，頻度） 

 
表-2 調査結果概要 

調査対象  島根県出雲市，雲南市，浜田市に居

住の 65歳以上の高齢者 

調査日時 

調査方法 

 H28年 11, 12月 

 市役所・集会所にて配布，郵送回収 

配 布 数  589 

回 収 数  221 (回収率 37.5%) ，有効回答 184 

調査対象  中国地方に居住の 65歳以上の高齢者 

調査日時 

調査方法 

 H29年 3月 

 Web調査 

回 答 数  600 

 

(2) 集計分析 

 個人属性の集計結果を図 1に示す．表 2に示すように，

本研究では二回調査を実施し，異なる調査方法を試みて

いるが，同一の調査内容で実施したため，データを統合

して分析を行なった．回答者の特徴として，男性が 6割，

前期高齢者が 7割，運転免許保有者が 8割以上を占めて

いる，また，回答者の 7割は1km以上負担を感じること

なく歩行可能である．以上より，回答者の多くが活動的

な高齢者であることが伺える． 

 

 

図-1 個人属性の集計結果 

 

 設定した 12 項目の外出目的ごとに，モビリティが向

上した場合を想定した外出頻度と，現状の外出頻度との

差である Unmet Needs を図 2 に示す．現状の外出頻度で
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は「買い物（食料品・生活必需品）」がとりわけ高く，

次いで「仕事（農作業を含む）」が高い．Unmet Needs

に着目すると，「買い物（食料品・生活必需品）」「外

食」「行楽」が他の項目に比べて大きい． 

 

図-2 外出目的ごとの外出頻度とUnmet Needs 

 

本研究では，12 項目の外出目的ごとの Unmet Needsの

合計を個人 iのUnmet Needsの程度UNiとして定義する．

ここで， Unmet Needs による不便益は，Unmet Needs の

程度が等しくても，現状の外出頻度の増加に伴い逓減す

るであろうという，経済学の限界効用逓減の観点から，

外出ニーズに占めるUnmet Needsの割合で定義されるUn-

met Needs率UNRiにより計測する． 

 

UNi =  (𝑏𝑖𝑗 − 𝑎𝑖𝑗 )

12

1

, 𝑗 = 1 , ⋯  ,12 

 

(1)  

aij :  現在の外出頻度 

bij :  モビリティが向上した場合の外出頻度 

UNR𝑖 =
UNi

 𝑏𝑖𝑗
12
1

, 𝑗 = 1 , ⋯  ,12 

 

(2)  

集計したUnmet Needs率の分布を，図 3に示す．モデ

ル分析においてはUnmet Needs率を目的変数として推定

を行うが，約半数の回答者はUnmet Needsが生じていな

いことが示されたため，回帰モデルは使用できない．従

って，本研究ではUnmet Needs率を次のように順序付け

られた目的変数としてOrdered probit modelによるモデル

分析を試みる．UNR1: UNR=0 (48%)，UNR2: 0 ≤ UNR < 0.1 

(18%)，UNR3: 0.1 ≤ UNR < 0.25 (22%)， UNR4: 0.25 ≤ UNR 

(12%)． 

図-3  観測されたUnmet Needs率の分布 

 

 順序変数に変換した Unmet Needs 率と現状の外出頻度

との相関関係を図4に，Unmet Needs率と世帯収入との相

関関係を図 5に示す．図 4より，Unmet Needsが生じてい

るUNR2~4の回答者間では，Unmet Needs率が大きい人ほ

ど現状の外出頻度が小さいという負の相関関係がある．

しかし， UNR1 は Unmet Needs が生じていない人である

にも関わらず，外出頻度が少ないという特徴が見られた．

このような傾向が見られた理由として，活動の抑制が続

くと結果として活動ニーズそのものを減少させる方向に

適応するといった可能性が考えられる．一方で，図 5よ

り，Unmet Needs 率と世帯収入にほとんど相関が無いこ

とが確認できる． 

 

図-4  Unmet Needs率 - 現状の外出頻度相関図 

 

 

図-5 Unmet Needs率 – 世帯収入相関図 

 

 次に，外出目的ごとの性質の違いを比較するため，回
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答者の意識を調査した結果を図 6に示す．具体的には，

「運転免許を返納すると，公共交通やタクシーを使用し

なければならず，移動する方の金銭負担が大きくなりま

す．この時，交通費を税金で補助することが適切とお考

えになりますか」と尋ねた．回答は 5 件法（1.そう思わ

ない，2.多少そう思わない，3.どちらとも言えない，4.多

少そう思う，5.そう思う）により得た．肯定意見である

「そう思う」「多少そう思う」の回答割合を図 6に示す．

図から，「通院」「買い物（必需品）」「用事」「買い

物（必需品以外）」の 4項目と他の項目には明確な差が

あることが確認できる． 

 

図-6  税金による移動の補助が適切だと考えるか 

 

 

4. 移動の価値の推計方法 

 

(1) Orderd probit model 

Ordered Probit Modelは，順序ある 3 つ以上の選択肢を同

じ説明変数で説明する時に使用される．以下， Ordered 

Probit Modelについての概要を説明する． 

観測された目的変数 yiは順序ある数で表される． 

𝑦𝑖 = 1, 2, ⋯ , 𝐽   1 < 2 < ⋯ < 𝐽   (3)  

このモデルの基盤は多項選択モデルであり，観測され

ない潜在変数 yi
*は次の様に決定される． 

𝑦𝑖
∗ = 𝛽′𝑥𝑖 + 𝜀𝑖  , 𝑖 = 1 , ⋯  , 𝑛  (4)  

β’：推定されたパラメータ  

xi：潜在変数で yi
*の観測可能な説明変数  

εi：誤差項  

個人 i について観測される目的変数 yiは，次のように

未知の閾値 μjと連続な潜在変数 yi
*に対応する． 

𝑦𝑖 = 𝑗 𝑖𝑓 𝜇𝑗−1 < 𝑦𝑖
∗ ≤ 𝜇𝑗 ,  𝑗 = 0, 1, ⋯ , 𝐽  (5)  

この対応関係は閾値メカニズムと呼ばれており，この

とき，μ-1=-∞，μJ=+∞である．yiがある値をとる確率は次

のように表せる． 

𝑃 𝑦𝑖 = 𝑗 𝑥𝑖 = 𝑃 𝜇𝑗−1 < 𝑦𝑖
∗ < 𝜇𝑗  

 

(6)  = 𝑃 𝜇𝑗−1 − 𝛽′𝑥𝑖 < 𝜀𝑖 < 𝜇𝑗 − 𝛽′𝑥𝑖   

= 𝐹 𝜇𝑗−1 − 𝛽′𝑥𝑖 − 𝐹 𝜇𝑗 − 𝛽′𝑥𝑖   

Ordered Probit Modelでは，パラメータ β’と閾値 μjを同

時に推定する．β’は通常の重回帰の係数と同じような解

釈ができ，モデルの推定は最尤推定法を用いる．n人の

個人に対する対数尤度関数は次の様に定義できる． 

log𝐿 =   𝑚𝑖𝑗 log 𝐹 𝜇𝑗 − 𝛽′𝑥𝑖 
𝐽

𝑗 =0

𝑛

𝑖=1

− 𝐹 𝜇𝑗−1 − 𝛽′𝑥𝑖    

(7)  

𝑚𝑖𝑗 =   1   𝑖𝑓  𝑦𝑖 = 𝑗

  0   𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒
 

 

 

 

 

(2) 限界代替率（移動の価値） 

本研究では，Unmet Needs 発生モデルは次の関数によ

り成り立つと考えている． 

𝑈𝑁𝑅𝑖 = 𝛽𝐼𝑛𝑐  𝑋𝐼𝑛𝑐
 + 𝛽𝑇𝑟𝑖𝑝 𝑋𝑇𝑟𝑖𝑝 + ⋯  (8)  

UNRi : 観測されたUnmet Needs率 

βTrip, βInc : 外出頻度及び世帯収入のパラメータ 

XTrip, XInc : 外出頻度及び世帯収入の説明変数 

 (8)式を効用関数と捉え，説明変数 XTrip, XIncでそれぞれ

偏微分を行うことで次の限界効用( marginal utility: MU) が

得られる． 

  

得られた限界効用の比をとることで，限界代替率( mar-

ginal rate of substitution: MRS) が算出される． 

限界代替率 MRS は，Unmet Needs を一定に維持しなが

ら，外出数 XTripを 1 単位増加させたとき，収入 XIncをい

くら減らさなければならないかを表す．すなわち，外出

数が 1増えることに対する支払い意思額を反映する．  

 

 

5. 推定結果 

 

(1) 効用関数の形状 

本研究では，(12)のモデル式Model 1を基本として，世

帯収入と外出頻度の説明変数を変化させて推計を試みる．

説明変数と限界代替率の関係を表 3に示す． 

Model 1:  

0% 20% 40% 60% 80%

子供や親等の送迎

仕事（農作業含む）

外食

習い事・学習・ボランティア…

趣味・娯楽・スポーツ

友人・親族との面会

行楽

老人会などの会合

買い物（必需品以外）

用事（銀行・郵便局・役場等）

買い物（食料品・生活必需品）

通院（病院・診療所等）

そう思う 多少そう思う

𝑀𝑈 𝐼𝑛𝑐 =
𝜕𝑈𝑁𝑅𝑖

𝜕𝑋𝐼𝑛𝑐

  

 

(9)  

𝑀𝑈𝑇𝑟𝑖𝑝 =
𝜕𝑈𝑁𝑅𝑖

𝜕𝑋𝑇𝑟𝑖𝑝

 

 

(10)  
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𝑈𝑈𝑁 = 𝛽𝐼𝑛𝑐  𝑋𝐼𝑛𝑐
 + 𝛽𝑇𝑟𝑖𝑝 𝑋𝑇𝑟𝑖𝑝 + ⋯  (11)  

𝑀𝑅𝑆 =
𝑀𝑈 𝑇𝑟𝑖𝑝 

𝑀𝑈 𝐼𝑛𝑐
=

𝛽 𝑇𝑟𝑖𝑝

 𝛽 𝐼𝑛𝑐

 

 

(12)  

 
表-3 各モデルの説明変数とMRS 

モデル 説明変数 MRS 

Model 1 XInc XTrip 𝑀𝑅𝑆 =
 𝛽 𝑇𝑟𝑖𝑝

 𝛽 𝐼𝑛𝑐

 

 

Model 2 XInc
2 XTrip 𝑀𝑅𝑆 =

𝛽 𝑇𝑟𝑖𝑝

 2 𝛽 𝐼𝑛𝑐  𝑋𝐼𝑛𝑐

 

 

Model 3 XInc XTrip
0.5 𝑀𝑅𝑆 =

𝛽 𝑇𝑟𝑖𝑝

 2 𝛽 𝐼𝑛𝑐  𝑋𝐼𝑛𝑐
0.5  

 

Model 4 XInc In(XTrip+1) 𝑀𝑅𝑆 =  
𝛽 𝑇𝑟𝑖𝑝

𝛽 𝐼𝑛𝑐  𝑋𝐼𝑛𝑐

 

 

 

表 4 に各モデルでの推定結果を示す．Dage75 は 75 歳

以上を説明するダミー変数，Dfem は女性を説明するダ

ミー変数，Dwal は 1.5m 以上歩行可能であることを説明

するダミー変数，Dclic は運転免許書保有を説明するダ

ミー変数，thr1,2 は閾値を示す．相関関係に焦点を当て

ると，どのモデルにおいても，75歳以上，女性は Unmet 

Needs を生じやすく，高所得者，外出頻度の大きい人，

1.5m以上歩行可能，運転免許書保有者は生じにくい傾向

が見られる．しかし，t 値が示すように世帯収入と外出

頻度の有意水準は低い． 

図 7にトリップ数と世帯収入の限界代替率を示す．推

計された限界代替率より，世帯収入が本調査における平

均収入(1.52 万円/日)である個人は，もう一回外出できる

ことに対して 3～4 万円前後という非常に大きなの支払

い意思額がすべてのモデルにおいて推計された．これは

図 5に見られるように Unmet Nerrdsと世帯収入の相関関

係が弱いことに起因するものと考えられる． 

 

 

図-7 世帯収入とトリップ数の限界代替率 

 

なお，Model 1の MRSは，世帯収入に関わらず一定で

あるが，その他のモデルは MRS が世帯収入の増加の伴

い減少することを示している．世帯収入の増加に伴う支

払意思額の逓減は，英国財務省(2003) 6)による個人が消費

から得られる効用は，所得の増加に伴い逓減するとの報

告に基づき，MRS が世帯収入と逆比例するよう，外出

頻度と世帯収入の説明変数を操作したためである． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，高齢者が活動参加によりえられる便益を

計測するため，モビリティの低下を表現する指標として

Unmet Needs 概念を導入し，移動の価値を推計する手法
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表-4 モデル推定結果 

 

Model 1 Model 3 Model 4

説明変数 Coefficient t -value Coefficient t -value Coefficient t -value Coefficient t -value

Const 0.360 1.939 0.301 1.843 0.397 1.953 0.360 1.939

Income -0.014 -0.255 -0.014 -0.253 -0.014 -0.255

Income^2 -0.0054 -0.379

Trip -0.050 -0.834

Trip^0.5 -0.151 -1.107

ln(Trip+1) -0.162 -1.120 -0.162 -1.120

Dage75 0.322 3.199 0.322 3.197 0.322 3.202 0.322 3.199

Dfem 0.249 2.590 0.246 2.553 0.250 2.593 0.249 2.590

Dwal -0.161 -1.812 -0.163 -1.837 -0.161 -1.810 -0.161 -1.812

Dclic -0.237 -1.798 -0.247 -1.875 -0.236 -1.791 -0.237 -1.798

thr1 0.707 24.688 0.707 24.689 0.707 24.688 0.707 24.688

thr2 0.918 27.642 0.917 27.651 0.918 27.641 0.918 27.642

Sample size 677 677 677 677

LL0 -849 -849 -849 -849

LL1 -831 -831 -831 -831

rho 0.0209 0.0211 0.0213 0.0213

MRS 34061 30368 42705 44305

Model 2
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を提案した．具体的には，満たされない活動ニーズを把

握するためのに高齢者の外出行動実態及び Unmet Needs

を訪ねる調査を行い，測定された Unmet Needs を目的変

数として Ordered Probit Model による分析を行った．個人

属性等の説明変数を用いて Unmet Needs の説明を試みた

が，外出頻度および世帯収入は有意とはならず，安定し

た推定結果を得ることはできなかった．今後，金額面に

関しては，移動と関係の無い収入ではなく，期間内の交

通費や交通機関に対する支払い意思額等の変数に置き換

えることにより再度分析を行う必要があると考えられる． 

 

謝辞：本研究を進めるにあたり，多くの外部関係者の

方々に大変お世話になりました．どらいぶケアの山本昌

弘様をはじめとして，調査の実施を快く許可してくださ
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